
条例の骨格案の修正（案）
第１ 総則

番号 規定事項 骨格案（第４回会議） 修正案 考え方

１ 目的

○公文書は、県民共有の知的資源として県民が主体的に利用し得

るものと認識する。

○公文書等の管理に関する基本的事項を定め、公文書の適正かつ

効率的な管理と、歴史公文書の適切な保存及び利用等を図る。

○県の事務・事業の適正かつ効率的な運営と、現在及び将来の県

民への説明責務を全うする。

○公文書は、県民共有の知的資源として県民が主体的に利用し得

るものと認識する。

○公文書等の管理に関する基本的事項を定め、公文書の適正かつ

効率的な管理と、歴史公文書の適切な保存及び利用等を図る。

○県の事務・事業の適正かつ効率的な運営と、県民への説明責務

を全うする。

・簡潔な表現に改める。

２ 定義

○「実施機関」は知事、議会、教育委員会、選挙管理委員会、人事

委員会、監査委員、公安委員会、警察本部長、労働委員会、収用

委員会、海区漁業調整委員会、内水面漁場管理委員会、公営企業管

理者、がんセンター事業管理者、静岡県公立大学法人、公立大学

法人静岡文化芸術大学、地方独立行政法人静岡県立病院機構、静

岡県住宅供給公社、静岡県道路公社、静岡県土地開発公社とする。

○「実施機関」は知事、議会、教育委員会、選挙管理委員会、人事

委員会、監査委員、公安委員会、警察本部長、労働委員会、収用

委員会、海区漁業調整委員会、内水面漁場管理委員会、公営企業管

理者、がんセンター事業管理者とする。

※本条例で努力義務規定の対象とする機関（Ｒ３時点）

静岡県公立大学法人、公立大学法人静岡文化芸術大学、公立大学法

人静岡社会健康医学大学院大学、地方独立行政法人静岡県立病院機

構、静岡県住宅供給公社、静岡県道路公社、静岡県土地開発公社

・地方独立行政法人と公社は、それぞれの

独立性や自主性を考慮すれば、県の文書

管理に関する条例を一律に適用すること

は適当でない。

・こうした点から、地方独立行政法人及び

公社は、実施機関とはしないが、その公

共性を鑑みて、文書の適正な管理に関し

必要な措置を講ずるよう努める旨の規定

を設ける。

○「公文書」の定義は、現行の規則と同様とする。ただし、運用の

段階で範囲を広げる。

・実施機関の職員が職務上作成又は取得した文書、図画、マイクロ

フィルム及び電磁的記録

・当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関

が保有している。

・新聞、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発

行されるもの等を除く。

◆法第２条第４項及び情報公開条例第２条第２項の規定を参考

○「公文書」の定義は、現行の規則と同様とする。

・実施機関の職員が職務上作成又は取得した文書、図画、マイクロ

フィルム及び電磁的記録（歴史公文書を除く。）

・当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関

が保有している。

・新聞、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発

行されるもの等を除く。

・公文書の範囲の具体的な考え方について

は、規則等で別に定める。

・「公文書」の定義から「歴史公文書」が

除かれることを明記する。

○「歴史公文書」とは、歴史資料として重要な公文書をいう。

○「特定歴史公文書」とは、歴史公文書のうち、次に掲げるものをいう。

・８の規定により、知事が選別した後に、特定歴史公文書とし

て保存するもの

・８の規定により、規則で定める実施機関が選別した後に、特

定歴史公文書として保存すべきものとして知事に移管され

たもの

○「歴史公文書」とは、歴史資料として知事が保存管理する公文

書をいう。

・「歴史公文書」と「特定歴史公文書」の

区分けは行わず、歴史資料として重要な

公文書として知事が保存する公文書を

「歴史公文書」と定義する。

○「公文書等」とは、「公文書」及び「特定歴史公文書」をいう。 ○「公文書等」とは、「公文書」及び「歴史公文書」をいう。 ・公文書（業務で作成使用している文書）

と歴史公文書の二つの区分とする。

資料２



第２ 公文書の管理

番号 規定事項 骨格案（第４回会議） 修正案 考え方

３

職員の心構

え

（※９から移設）

○実施機関の職員は、公文書は県の歴史を示す記録であり、次の

世代に継承すべき記録であることを自覚し、誇りを持って公文

書の管理に取り組むものとする。

○実施機関の職員は、公文書等は県の歴史を示す記録であり、次の

世代に継承すべき記録であることを自覚し、適切に公文書等の管

理に取り組むものとする。

・公文書だけでなく、歴史公文書も含めた

公文書等について、適切に管理に取り組

むものとする表現に改める。

４
法令等との

関係

○公文書等の管理は、特別の定めがある場合を除くほか、この条例

の定めるところによる。

◆法第３条の規定を参考
（同 左）

番号 規定事項 骨格案（第４回会議） 修正案 考え方

５ 作成

○実施機関の職員は、経緯も含めた意思決定に至る過程並びに

事務及び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証ができるよ

う、文書を作成しなければならない。

◆法第４条の規定を参考

○実施機関の職員は、事案の処理に係る意思決定、並びに事務

及び事業の実績について、合理的な跡付けや検証が可能とな

るよう、文書を作成しなければならない。ただし、軽微な事

案については、この限りでない。

・わかりやすい表現に改める。

・軽微な事案は、作成の対象から除く。

・作成の範囲については、県民の視点（記

録を残す）と職員の視点（業務の円滑化）

の両面から検討した上で、規則等で別に

定める。

６ 整理

○実施機関の職員が公文書を作成又は取得したときは、当該実

施機関は、分類し、名称を付するとともに、保存期間及び保

存期間の満了する日を設定しなければならない。

○実施機関は、相互に密接な関連を有する公文書を、一の集合

物（以下「公文書ファイル」という。）にまとめなければな

らない。

○実施機関は、保存期間及び保存期間の満了する日を、延長す

ることができる。

○実施機関は、保存期間の満了前のできる限り早い時期に、保

存期間が満了したときの措置（歴史公文書に該当するものに

あっては保存の措置、それ以外のものは廃棄の措置）を定め

なければならない。

◆法第５条の規定を参考

○実施機関の職員が公文書を作成又は取得したときは、当該実

施機関は、分類し、名称を付するとともに、保存期間及び保

存期間の満了する日を設定しなければならない。

○実施機関は、相互に密接な関連を有する公文書を、一の集合

物（以下「公文書ファイル」という。）にまとめなければな

らない。

○実施機関は、保存期間及び保存期間の満了する日を、延長す

ることができる。

・保存期間が満了した公文書ファイルを歴史

資料として選別・保存する措置については、

知事が一括して行う方向で検討している。

７ 保存

○実施機関は、保存期間の満了する日までの間、適切な場所にお

いて、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置を

講じた上で保存しなければならない。

○実施機関は、集中管理の推進に努めなければならない。

◆法第６条の規定を参考

○実施機関は、保存期間の満了する日までの間、適切な場所にお

いて、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置を

講じた上で保存しなければならない。

・「適切な保存」とすることで実務上の不

足は無いことから、「集中管理の推進」

についての規定は見送る。



番号 規定事項 骨格案（第４回会議） 修正案 考え方

８
公文書ファイ

ル管理簿

○実施機関は、公文書ファイルの分類、名称、保存期間、保存

期間の満了する日、保存期間が満了したときの措置及び保存

場所等を公文書ファイル管理簿に記載しなければならない。

○知事及び規則で指定する実施機関は、公文書ファイル管理簿を

一般の閲覧に供するとともに、インターネットの利用等によ

り公表しなければならない。

◆法第７条の規定を参考

○実施機関は、公文書ファイルの分類、名称、保存期間、保存

期間の満了する日、保存期間が満了したときの措置及び保存

場所等を公文書ファイル管理簿に記載しなければならない。

○実施機関は、公文書ファイル管理簿を一般の利用に供するも

のとする。

・公文書ファイル管理簿の必要性や、一般

の利用に供する方法等については、国や

他県の事例を参考に、精査していく。

９

保存期間が満

了したときの

措置

○知事は、保存期間が満了した公文書ファイルについては、番

号５の規定を踏まえて選別した後に、特定歴史公文書として

保存し、保存期間を延長し、又は廃棄しなければならない。

○規則で指定する実施機関は、保存期間が満了した公文書ファイ

ルについては、番号５の規定を踏まえて選別した後に、特定歴

史公文書として保存すべきものとして知事に移管し、保存期間

を延長し、又は廃棄しなければならない。

○上記以外の実施機関は、保存期間が満了した公文書ファイルに

ついては、番号５の規定を踏まえて選別した後に、保存期間を

延長し、又は廃棄しなければならない。

○知事は、保存期間が満了した公文書ファイルを廃棄しようとす

るときは、当該公文書ファイルの廃棄が適当か否かについて、

静岡県公文書等管理審査会（以下「審査会」という。）の意見

を聴かなければならない。

○知事は、審査会の意見を勘案し、当該公文書ファイルの廃棄が

適当でないと認めるときは、当該公文書ファイルについて、保

存期間を延長しなければならない。

○規則で指定する実施機関は、保存期間が満了した公文書ファイ

ルを廃棄しようとするときは、あらかじめ、知事に報告しなけ

ればならない。

○知事は、報告があったときは、当該公文書ファイルの廃棄が適

当か否かについて審査会の意見を聴かなければならない。

○知事は、審査会の意見を勘案し、当該公文書ファイルの廃棄が

適当でないと認めるときは、保有する実施機関に対し、廃棄の

措置をとらないように求めることができる。この場合において、

当該実施機関は、当該公文書ファイルについて、保存期間を延

長しなければならない。

○知事及び規則で指定する実施機関は、特定歴史公文書として保

存することとなる公文書ファイルについて、利用の制限を行う

ことが適切であると認める場合には、その旨の意見を付さなけ

ればならない。

◆法第８条の規定を参考

○実施機関は、保存期間が満了した公文書ファイルについては、

保存期間を延長するものを除き、廃棄するものとする。

○知事は、次項に規定する静岡県公文書等管理審査会（以下「審

査会」という。）の意見を勘案し、実施機関が廃棄することと

した公文書ファイルに含まれる公文書を歴史公文書として管

理することが適当と認めるときは、前項の規定にかかわらず、

実施機関（知事を除く。）からの移管を受けて、当該公文書

ファイルを保存することができる。

○実施機関は、保存期間が満了した公文書ファイルを廃棄しよう

とするときは、当該公文書ファイルの廃棄が適当か否かについ

て、審査会の意見を聴かなければならない。

○実施機関は、歴史公文書として保存することとなる公文書ファ

イルについて、利用の制限を行うことが適切であると認める場

合には、その旨の意見を付さなければならない。

・地方独立行政法人及び公社を実施機関

から除外し、各実施機関の役割を整理

した。

・審査会の役割については、国や他県の事

例を参考に、精査していく。

・実施機関の審査会への意見聴取の手続等

の具体的な運用は、規則等で別に定める。

・地方独立行政法人及び公社を実施機関

から除外し、各実施機関の役割を整理

した。



番号 規定事項 骨格案（第４回会議） 修正案 考え方

10
公文書の電子

的な管理

○実施機関は、公文書の電子的な作成及び管理に努めるものと

する。

○実施機関は、公文書の電子的な管理に努めるものとする。 ・適切な表現に改める。

・行政のデジタル化に機動的に対応するた

め、電子決裁のルールなど、具体的な規

定は規則等で定める。

11
管理体制の

整備

○実施機関は、公文書を適正に管理するために必要な体制を整備

しなければならない。 （同 左）

12
管理状況の報

告等

○実施機関は、公文書ファイル管理簿の記載状況その他の公文書の

管理の状況について、毎年度、知事に報告し、知事は、その報告

を取りまとめ、概要を公表しなければならない。

○知事は、実施機関に対し、公文書の管理について、その状況

に関する報告若しくは資料の提出を求め、又は当該職員に実

地調査を行わせることができる。

◆法第９条の規定を参考

○実施機関は、公文書の管理の状況について、毎年度、知事に報告

し、知事は、その報告を取りまとめ、概要を公表しなければなら

ない。

○知事は、実施機関に対し、公文書の管理について、その状況

に関する報告若しくは資料の提出を求め、又は当該職員に実

地調査を行わせることができる。

・簡潔な表現に改める。

・知事に報告する公文書の管理の状況の内

容や、知事が実施機関に対して行う資料

提出要求の必要性等については、国や他

県の事例を参考に、精査していく。

13
公文書管理規

程

○実施機関は、公文書の管理が番号１から番号９までの規定に

基づき適正に行われることを確保するため、公文書の管理に

関する定め（公文書管理規程）を設け、公表しなければなら

ない。

◆法第 10 条の規定を参考

（同 左）



第３ 歴史公文書の保存、利用等

番号 規定事項 骨格案（第４回会議） 修正案 考え方

14
歴史公文書の

保存等

○知事は、特定歴史公文書について、永久に保存しなければなら
ない。

○知事は、適切な保存及び利用の確保のために、必要な措置を講

じ保存しなければならない。

○知事は、個人情報の漏えいの防止のために必要な措置を講じな

ければならない。

○知事は、適切な保存及び利用に資するために目録を作成し、公

表しなければならない。

◆法第 15 条の規定を参考

○知事は、歴史公文書について、適切な保存及び利用の確保のた
めに、必要な措置を講じ保存するものとする。

○知事は、個人情報の漏えいの防止のために必要な措置を講じな

ければならない。

○知事は、適切な保存及び利用に資するために目録を作成し、公

表しなければならない。

・「永久保存」についての規定は見送るこ
ととし、適切な保存及び利用に必要な

措置を講ずることを規定する方向で検

討する。

15

歴史公文書の

利用請求及び

その取扱い

○知事は、目録の記載に従い特定歴史公文書の利用請求があった

ときは、個人情報等が記録されている場合を除き、当該文書を

利用させなければならない。

○知事は、利用制限事項に該当するか否かについて判断するに当
たっては、作成されてからの時の経過を考慮するとともに、移

管元からの意見を参酌しなければならない。

◆法第16条、情報公開条例第７条及び第８条の規定を参考

○知事は、目録の記載に従い歴史公文書の利用請求があったとき

は、個人情報等が記録されている場合を除き、当該文書を利用

させなければならない。

○知事は、利用制限事項に該当するか否かについて判断するに当
たっては、作成されてからの時の経過を考慮するとともに、移

管元からの意見を参酌しなければならない。

・「歴史公文書」に改める。

16
利用請求の方

法

○特定歴史公文書を利用請求するものは、利用請求書を知事に提

出しなければならない。

○知事は、利用請求書に形式上の不備があると認めるときは、利

用請求者に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めること
ができる。

◆情報公開条例第６条（開示請求の手続）の規定を参考

○歴史公文書を利用請求するものは、利用請求書を知事に提出し

なければならない。

○知事は、利用請求書に形式上の不備があると認めるときは、利

用請求者に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めること
ができる。

・「歴史公文書」に改める。

17
本人情報の取

扱い

○個人情報であっても、本人から利用請求があり、本人であるこ
とを示す書類の提示又は提出があったときは、本人の生命、健

康、生活又は財産を害するおそれがある情報が記録されている
場合を除き、当該個人情報を利用させなければならない。

◆法第17条の規定を参考

（同 左）

18
利用請求に対

する決定等

○知事は、利用請求に係る特定歴史公文書の全部又は一部を利用
させるときは、その旨の決定をし、利用請求者に対し書面によ

り通知しなければならない。

◆情報公開条例第11条及び第 12 条の規定を参考

○知事は、利用請求に係る歴史公文書の全部又は一部を利用させ
るときは、その旨の決定をし、利用請求者に対し書面により通

知しなければならない。

・「歴史公文書」に改める。

19
利用決定等の

期限

○利用決定等は、請求書が提出された日から起算して 15 日以内
にしなければならない。ただし、補正に要した日数は、当該期

間に算入しない。

○知事は、事務処理上の困難等の正当な理由があるときは、期間

を 30 日以内に限り延長することができる。

◆情報公開条例第13条の規定を参考

（同 左）



番号 規定事項 骨格案（第４回会議） 修正案 考え方

20
利用決定等の

期限の特例

○利用請求に係る特定歴史公文書が著しく大量であり事務の遂

行に著しい支障が生ずる場合には、相当の部分につき当該期間

内に利用決定等をすれば足りる。

◆情報公開条例第13条の規定を参考

○利用請求に係る歴史公文書が著しく大量であり事務の遂行に著

しい支障が生ずる場合には、相当の部分につき当該期間内に利

用決定等をすれば足りる。

・「歴史公文書」に改める。

21

第三者に対す

る意見書提出

の機会の付与

等

○利用請求に係る特定歴史公文書に第三者に関する情報が記録

されている場合、知事は、第三者に対し、意見書を提出する機

会を与えることができる。

◆法第18条、情報公開条例第 15 条の規定を参考

○利用請求に係る歴史公文書に第三者に関する情報が記録されて

いる場合、知事は、第三者に対し、意見書を提出する機会を与

えることができる。

・「歴史公文書」に改める。

22 利用の方法

○知事が特定歴史公文書を利用させる場合には、文書、図画又は

写真は閲覧又は写しの交付の方法により、電磁的記録はその種

別、情報化の進展状況等を勘案して行う。

◆法第19条、情報公開条例第 16 条の規定を参考

○知事が歴史公文書を利用させる場合には、文書、図画又は写真

は閲覧又は写しの交付の方法により、電磁的記録はその種別、

情報化の進展状況等を勘案して行う。

・「歴史公文書」に改める。

23 費用負担
○写しの交付により特定歴史公文書を利用する者は、当該写しの

作成及び交付に要する費用を負担しなければならない。

◆法第20条、情報公開条例第 18 条の規定を参考

○写しの交付により歴史公文書を利用する者は、当該写しの作成

及び交付に要する費用を負担しなければならない。

・「歴史公文書」に改める。

24
歴史公文書の

利用の促進

○知事は、特定歴史公文書について、展示その他の方法により積

極的に一般の利用に供するよう努めなければならない。

◆法第23条の規定を参考

○知事は、歴史公文書について、展示その他の方法により積極的

に一般の利用に供するよう努めるものとする。

・「歴史公文書」に改める。

25

移管元の実施機

関による利用の

特例

○移管元の実施機関が、事務又は業務を遂行するために必要であ

るとして、当該特定歴史公文書の利用請求をした場合には、利

用制限に関する規定は適用しない。

◆法第24条の規定を参考

○移管元の実施機関が、事務又は業務を遂行するために必要であ

るとして、当該歴史公文書の利用請求をした場合には、利用制

限に関する規定は適用しない。

・「歴史公文書」に改める。

26
歴史公文書の

廃棄

○知事は、特定歴史公文書として保存されている文書が歴史資料

として重要でなくなったと認める場合には、当該文書を廃棄す

ることができる。

○知事は、当該文書を廃棄しようとするときは、あらかじめ、審

査会の意見を聴かなければならない。

◆法第25条の規定を参考

○知事は、歴史公文書として保存されている文書が歴史資料とし

て重要でなくなったと認める場合には、規則で定めるところに

より、当該文書を廃棄することができる。

・「歴史公文書」に改める。

27
保存及び利用

の状況の公表

○知事は、特定歴史公文書の保存及び利用の状況について、毎年

度、その概要を公表しなければならない。

◆法第26条の規定を参考

○知事は、歴史公文書の保存及び利用の状況について、毎年度、

その概要を公表しなければならない。

・「歴史公文書」に改める。

規則への委任
○第３に定めるもののほか、特定歴史公文書の保存、利用及び廃

棄に関し必要な事項は、規則で定める。
※削除 ・他と重複する規定のため削除する。



第４ 審査請求

番号 規定事項 骨格案（第４回会議） 修正案 考え方

28

審査請求及び

審査会への諮

問

○利用決定等又は利用請求に係る不作為について不服がある者

は、知事に対し、審査請求をすることができる。

○審査請求があったときは、知事は、審査会に諮問しなければな

らない。

○知事は、諮問に対する答申があったときは、その答申を尊重し

て、当該審査請求についての裁決を行わなければならない。

◆法第21条、情報公開条例第 19 条の規定を参考

（同 左）

・審査会の役割については、国や他県の事

例を参考に、精査していく。

29
諮問をした旨

の通知

○知事は、諮問をしたときは、審査請求人等に対し、諮問をした旨

を通知しなければならない。

◆情報公開条例第20条の規定を参考

（同 左）

30

第三者からの審

査請求を棄却す

る場合等におけ

る手続

○番号21の規定は、利用決定に対する第三者からの審査請求を却

下し、又は棄却する裁決を行う場合等について準用する。

◆情報公開条例第21条の規定を参考

（同 左）



第５ 静岡県公文書等管理審査会

番号 規定事項 骨格案（第４回会議） 修正案 考え方

31 設置

○この条例によりその権限に属させられた事項を調査審議する

ため、静岡県公文書等管理審査会（以下、「審査会」）を置く。

○審査会は、公文書等の管理に関する重要事項について、実施機関に

意見を述べることができる。

◆法第28条、情報公開条例第22条の規定を参考

○この条例によりその権限に属させられた事項を調査審議する

ため、静岡県公文書等管理審査会（以下、「審査会」）を置く。
・34（審査会の役割）の内容と重複する規

定の項目は削除する。

・審査会の役割については、国や他県の事例

を参考に、精査していく。

32 組織 ○審査会は、委員５人以内で組織する。 （同 左）

33 委員

○委員は、優れた識見を有する者のうちから、知事が任命する。

○委員の任期は２年とする。補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。

○委員は、再任されることができる。

○委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。

（同 左）

規則への委任
○この条例に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必

要な事項は、規則で定める。
※削除 ・他と重複する規定のため削除する。

34
審査事項

→審査会の役割

○規程や規則の制定又は改廃、及びファイル廃棄時に意見を述べる。

○審査請求があったときの諮問に答申する。

◆法第29条の規定を参考

○審査会は、公文書等の管理に関する重要事項について、実施機関に

意見を述べることができる。

○審査請求があったときの諮問に答申する。

・34の規定事項を「審査会の役割」に改める。

・審査会の役割については、国や他県の事例

を参考に、精査していく。

35
資料の提出等

の求め

○審査会は、必要があると認める場合には、実施機関又は知事に

対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求め

ることができる。

◆法第30条、情報公開条例第 24条の規定を参考

（同 左）



第６ その他の規定

第７ 罰則

番号 規定事項 骨格案（第４回会議） 修正案 考え方

36 研修

○実施機関は、当該実施機関の職員に対し、公文書等の管理を適

正かつ効率的に行うために必要な研修を行うものとする。

○知事は、実施機関の職員に対し、歴史公文書の適切な保存及び

移管を確保するために必要な研修を行うものとする。

◆法第32条の規定を参考

（同 左）

37

刑事訴訟に関す

る書類等の取扱

い

○刑事訴訟法第 53 条の２第３項に規定する訴訟に関する書類に

ついては、第２の規定は、適用しない。
（同 左）

38

組織の見直しに

伴う公文書の適

正な管理のため

の措置

○実施機関は、当該実施機関について組織の見直しが行われる場

合には、この条例の規定に準じた適正な管理が行われることが

確保されるよう必要な措置を講じなければならない。

◆法第33条の規定を参考

（同 左）

県内市町の文

書管理に関す

る県の責務

○県内の市町が、その保有する文書の適正な管理に関して必要な

施策を策定し、及びこれを実施する場合に、知事は、必要に応

じ、適切な情報提供等の実施に努めるものとする。

※削除
・当項目の規定は見送り、市町との連携は

実務ベースで可能な範囲で行っていく。

39

静岡県情報公

開条例の実施

機関の文書管

理

※新設

○静岡県情報公開条例第２条第１項に規定する実施機関（本条例

で規定する実施機関を除く。）は、この条例の趣旨にのっとり、

その保有する文書の適正な管理に関して必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。

・県情報公開条例で規定する実施機関のう

ち本条例で実施機関としない地方独立行

政法人及び公社（計７機関（Ｒ３時点））

についての努力義務を規定する。

40 規則への委任
○この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。
（同 左）

番号 規定事項 骨格案（第４回会議） 修正案 考え方

41 罰則

○番号 33の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の懲役

又は50万円以下の罰金に処する。

◆情報公開条例第38 条の規定を参考

（同 左）


